１０．２３通達２周年にあたって―全国のみなさんへのアピール

都教委の暴走と不屈に闘う被処分者の会にみなさんのご支援を！
　あの悪名高い１０．２３通達（２００３年１０月２３日付都教委通達）から早、２年が経過しました。「壇上正面に『日の丸』を掲揚し、教職員は『日の丸』に向かって起立し、『君が代』を斉唱せよ」という違憲・違法の都教委通達とそれに基づく校長の職務命令に対して、教育労働者としての「譲れない思い」で不起立・不伴奏等で抵抗した多くの教職員が処分されました。その数は、この２年で延べ３１１名に上ります。嘱託（再雇用職員）を解雇された仲間もいます。

　都教委の攻撃は、処分に止まりませんでした。被処分者に対して「反省・転向」を迫る「服務事故再発防止研修」を繰り返し強行し、「再発防止研修」が研修会場内の被処分者の「質問の嵐」で事実上粉砕されると、都教委は「ゼッケン」等を着用して研修に臨んだ被処分者を「事情聴取」に呼び出し、重ねて処分しようと企んでいます。減給・停職の被処分者には再発防止研修「専門研修」を強行し、被処分者１名を都教委側４名（昨年は５名）で取り囲み、憲法で保障された「内心の自由」を侵害し、「反省・転向」を強要しています。また、１年前の２００４年３月の不起立を理由に被処分者５名が２００５年度の嘱託（再雇用職員）の採用を不合格となっています。
　しかし、被処分者の会は、相次いで襲い掛かる都教委の弾圧に屈せず、自らが闘うことによって、闘いの輪を広げています。「再発防止研修」では、「反省すべきは都教委だ」との合言葉で、この２年間、文字通り一人も「反省」せず闘い抜いています。この闘いの中で、「東京・自由の風ネット」「都教委包囲首都圏ネット」「東京『日の丸・君が代』強制反対裁判をすすめる会」も結成され、「教育基本法の改悪をとめよう！全国集会」では２回（０４年１１月、０５年５月）に亘り壇上で発言し、「日の丸・君が代」強制反対の闘いを全国に発信しています。私たちの多くが所属する東京都高等学校教職員組合（都高教、日教組加盟）も被処分者や多くの良心的な組合員の奮闘で当初の不誠実な対応を転換させつつあります。毎回の都人事委員会公開口頭審理や各種裁判には、職場・地域の仲間が多数駆け付け、いつも傍聴席を満杯にしています（傍聴抽選にはずれた人には申し訳ありません）。陳述や証人尋問は、原告・請求人の感動的で理にかなった発言が、常に都教委側を圧倒しています。
　処分発令から１年半、ようやく９月１３日から、０４年３月卒業式・４月入学式の不当処分取消を求めて被処分者の会１２グループ（１５０人）の人事委員会公開口頭審理が行われています。この中で各校長はもとより近藤精一前都教委指導部長の証人尋問を勝ち取っています。１０月１２日の「『君が代』解雇裁判」（嘱託等解雇者１０名が原告）では、横山洋吉前都教育長（現副知事）の証人尋問も行われました。私たちは、これらの人事委員会審理・裁判等を通じて都教委の教育破壊と暴走を徹底的に暴き出し、社会的に告発していきます。　
「日の丸・君が代」強制反対の闘いは、まさに憲法・教育基本法改悪反対の闘いの一環であり、この国を「戦争をする国」にしない闘いそのものです。「命懸けで憲法を破る」「国連憲章を信じる人は“ばか”だ」と公言してはばからない右翼石原都知事の膝元で、憲法・教育基本法・人権・民主主義・教育の自由の価値を問う闘いなのです。

　被処分者の会は、石原・都教委の教育破壊を許さず、この国の民主主義と子どもたちの未来のために、広範な教職員、保護者、労働者、市民と共に手を携えて闘い続けます。何よりも「教え子を再び戦場に送らない」ために！
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「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会
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